
市民から尊敬される
議員であるために

～「未来を語る議会」を目指して～

大津市議会局
議会総務課長 清水克士
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大津市議会 第８回マニフェスト大賞

議会グランプリを受賞

北川正恭・マニフェスト大賞審査委員長から議会グランプリの表彰状と
トロフィーを受け取った髙橋健二議長と竹内照夫議会運営委員会委員長
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龍谷大学 立命館大学 同志社大学政策学部・
大学院総合政策科学研究科

協定締結 Ｈ23.11～ 協定締結 Ｈ26.1～ 協定締結 Ｈ26.4～

・いじめ条例 講師紹介
・議員研修会 講師
・議会報告会

ファシリテーター派遣
・議員研修会 講師
・大学図書館との連携

・議員研修会 講師
・議会基本条例 助言
・インターンシップ受け入れ
（Ｈ26.8～9 5名）
（Ｈ27.8～9 6名）

・議員研修会 講師
・議会ＢＣＰ 助言

・災害等対策基本条例 助
言

・議会放送番組 コーディ
ネーター

専門的知見の活用

大学とのパートナーシップ協定の締結
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議員研修会の講師、議会報告会のファシリ
テーター、議員研修会やワークショップの進
行など、専門的知見の多様な活用

平成24年2月 講演テーマ「議会改革」
講師：土山龍谷大学教授

平成24年8月
「質問力向上研修」
ワークショップ
講師：土山龍大教授

平成25年5月 講演テーマ「議会BCP」
講師：新川同志社大学教授

平成26年8月 「議会図書室研修」
進行：土山龍谷大学教授
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◎大津市議会が龍谷大学図書館と連携～全国初の試み！
～議会の政策立案機能向上のために～

平成２８年４月から、龍谷大学図書館の学術情報資料及びレファレ
ンス機能を、大津市議会議員と議会局が利用することが出来るよう
になりました。地方議会で議会図書室の機能強化のために、大学図
書館と連携することは、全国初の試みとなります。

利用できるのは、龍谷大の深草・瀬田・大宮の３図書館で、合わせ
て約２１０万冊の蔵書です。各図書館には司書が配置されており、
議員からの文献に関する相談に応じることもできるようになってい
ます。今後とも、政策立案機能の向上、議会図書室の整備充実の促
進を図っていきます。

深草図書館 瀬田図書館 大宮図書館



大津市議会ミッションロードマップ （議会版実行計画）

目 的

○ 議会基本条例の「具現化」

対象期間

平成27年10月1日～平成31年3月31日

区
分

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策
立
案

議
会
改
革

進行管理

議会運営委員会による進捗の検証・評価、外部委員会も予定

がん対策推進条例

（仮）交通基本条例

（仮）土地利用基本条例

議決事件の検証

議会における行政評価

若者の議会への関心と投票率向上の仕組みづくり

専門的知見を有する職能団体との連携強化

政策形成過程における住民参加のあり方検討

議会活動の評価制度の構築

正副議長選出に係る立候
補制・所信表明制度の導
入・適宜の議長記者会見
の実施

議会図書室の充実

工程表

～議会の責任と実行～ 「市民に分かりやすい 開かれた議会」を目指して

○ 市議会の「見える化」

○ 議会活動に対する市民への「説明責任」
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滋賀県市議会議長会 軍師ネットワーク事業

現状問題点

○ 事務局体制の課題 （平均職員数6.4人）
↓

出向人事（3～5年）による弊害（専門知識・経験不足）
↓

・議事機能及び庶務機能が中心

・議会改革推進機能及び政策立案機能の低迷

事業目的

議事機関としての役割を果たすため、事務局職員間の連携を深め、議長会として「政策立案機能の向上」と｢議事運営の課
題解決｣を図ることを目的とする。

解決策

③ 専門的知見の活用が可能となる制度導入
→ 外部機関との連携

① 広域での情報交換や相談が日常的に行える仕組作り
→ 現役事務局職員、OB事務局職員などのネットワーク構築

具体的事業

③ 議長会として、外部機関（大学〈教授〉・弁護士会〈弁護士〉・法務経験のある職員ＯＢなど）と協定又は契約を締結
→ 法務勉強会の実施、法務相談への対応、条例の検証など

① 議長会として、職員ネットワークの構築
→ 事務局職員に限定しない有志職員による会員登録制のネットワークを構築し、改革モチベーションを維持する。
→ 議会情報の収集・共有・意見交換の場として活用する。(フリーメールの活用なども検討）

② 議長会として、担当者会議等の開催
→ 議会事務局の経験年数や担当業務に応じた研修や勉強会を定期的に実施する。

必要経費

①委託料 年額３０万円
（講師謝礼5万、相談料24万、諸経費1万）

スケジュール

Ｈ27年度
局長会議 → 議長会議
（提案） （計画・予算審議）

Ｈ28年度
事務局 → 局長会議 → 議長会議
（実施） （検証） （報告）

② 職員の能力向上を図る環境作り
→ 研修会や勉強会の実施
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